
 

 

 

（別紙） 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 

橋本市は平成１８年３月に、旧橋本市と旧高野口町が合併、以降高齢者人口が毎年

約４００人ずつ増加する一方で、生産年齢人口は毎年７００人程度減少しており、急

激に高齢化が進んだことから、働き手の不足が顕著となってきており、事業内容によ

っては、若い世代の雇用をあきらめ、高齢者の雇用について積極的に取り組む中小企

業も増えています。 

橋本市を産業分類別でみると、卸売業・小売業が、全体の企業数の約２５％を占め

ており、次に多いのが製造業で、全体の約１２％、宿泊・飲食業、医療・福祉事業が

これに続きます。企業の規模では、１０人未満の企業が全体の８０％以上を占めてお

り、中小企業が多いことが分かります。 

一方で、橋本市では約１０年前より交通の便の利を生かした企業誘致を進めており、

これまで多くの企業が進出しています。しかし働き手として期待していた若い世代は

賃金の高い大阪方面へ就職するケースも多く、他の橋本市内企業と同様に人材不足と

なっています。 

今後、労働生産性の高い設備を導入することで、企業としては生産性の向上や安定

した生産が見込まれ、また働き手としては、労働条件が改善された地元企業で働くこ

とが選択肢の一つとなることで、若い世代が地元に残り、地域の活性化につながると

期待します。 

 

（２）目標 

 

導入促進基本計画を作成することにより、これまで設備投資に対して消極的であっ

た企業の先端設備導入が促進され、生産性の向上や新商品の開発、さらには労働者不

足が解消される。これが橋本市内企業全体で活発な設備投資などの経済活動が行われ

るためには、本市としては年間１０件以上の企業が先端設備導入計画を作成し、他の

企業に率先した取り組みを行うことが必要と考える。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性が年率３％以上向上すること

を目標とする。 

 



 

 

 

２ 先端設備等の種類 

 

橋本市では、卸売業、小売業、製造業などの割合が高いものの、企業誘致も進めて

おり、引き続き企業誘致を進めていくうえで、様々な企業が橋本市への進出を希望す

ることを想定していることから、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定め

る先端設備等全てを対象とする。 

 ただし、太陽光発電設備等の再生可能エネルギー発電設備については、雇用拡大等

の観点から、市内に所在する事業所等（雇用者が常駐するものに限る）の敷地内に設

置されるもののみ対象とする。 

 なお、この場合における再生可能エネルギー発電設備とは、「電気事業者による再

生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）」第

２条第３項に規定された「再生可能エネルギー発電設備」を指す。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 

橋本市では、市内全域に企業が点在しており、今後進出する企業も想定し、市内全

域を対象地域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 

橋本市では、卸売業、小売業、製造業などの企業の割合が高いが、その他の企業に

ついても設備投資による効果が大きく、全てを対象業種、事業とすることで市全体の

活性化にもつながることから業種・事業を限定しない。 

 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 

 令和５年６月２０日から令和７年３月３１日までとする。 

 計画期間は原則として２年間であるところ、市全体及び商工労働分野における施策

の方向性が会計年度等の始期である４月に切り替わることから、これらとの協調・連

動を図るため、本計画の終期を令和７年３月３１日とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

３年間、４年間、５年間とする。 

 

 



 

 

 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 

先端設備導入計画は、少子高齢化や人手不足、働き方改革への対応等厳しい事業環

境を乗り越えるための計画であり、人員削減や給料削減などにつながる計画は認定の

対象としない。 

公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先端

設備等導入計画の認定の対象としない。 

 


